
生駒市条例第６号 

生駒市国民健康保険税条例等の一部を改正する条例をここに公布する。 

平成２２年３月２９日 

生駒市長 山下 真  

 

生駒市国民健康保険税条例等の一部を改正する条例 

（生駒市国民健康保険税条例の一部改正） 

第１条 生駒市国民健康保険税条例（平成１２年３月生駒市条例第７号）の一部

を次のように改正する。 

第２条第２項中「４７万円を」を「地方税法（昭和２５年法律第２２６号。

以下「法」という｡)第７０３条の４第１２項の政令で定める金額を」に、「、

４７万円」を「、当該政令で定める金額」に改め、同条第３項中「１２万円を

」を「法第７０３条の４第２１項の政令で定める金額を」に、「、１２万円」

を「、当該政令で定める金額」に改め、同条第４項中「９万円」を「１０万円

」に改める。 

第３条第１項中「地方税法（昭和２５年法律第２２６号。以下「法」とい

う｡)」を「法」に、「１００分の５．５」を「１００分の７．２」に改める。 

第４条中「２２，８００円」を「２７，６００円」に改める。 

第５条第１号中「第１５条」を「第２３条」に、「２５，２００円」を「３

０，０００円」に改め、同条第２号中「１２，６００円」を「１５，０００円

」に改める。 

第６条中「１００分の２．５」を「１００分の２」に改める。 

第７条中「３，６００円」を「８，４００円」に改める。 

第８条第１号中「４，８００円」を「９，６００円」に改め、同条第２号中

「２，４００円」を「４，８００円」に改める。 



第１９条を第２７条とし、第１６条から第１８条までを８条ずつ繰り下げ

る。 

第１５条中「４７万円を」を「法第７０３条の４第１２項の政令で定める金

額を」に、「、４７万円」を「、当該政令で定める金額」に、「同条第３項本

文」を「第２条第３項本文」に、「１２万円を」を「法第７０３条の４第２１

項の政令で定める金額を」に、「、１２万円」を「、当該政令で定める金額」

に、「同条第４項本文」を「第２条第４項本文」に、「９万円」を「１０万円

」に改め、同条第１号ア中「１５，９６０円」を「１９，３２０円」に改め、

同号イ中「１７，６４０円」を「２１，０００円」に、「８，８２０円」を「

１０，５００円」に改め、同号ウ中「２，５２０円」を「５，８８０円」に改

め、同号エ中「３，３６０円」を「６，７２０円」に、「１，６８０円」を「

３，３６０円」に改め、同条第２号ア中「１１，４００円」を「１３，８００

円」に改め、同号イ中「１２，６００円」を「１５，０００円」に、「６，３

００円」を「７，５００円」に改め、同号ウ中「１，８００円」を「４，２０

０円」に改め、同号エ中「２，４００円」を「４，８００円」に、「１，２０

０円」を「２，４００円」に改め、同条第３号ア中「４，５６０円」を「５，

５２０円」に改め、同号イ中「５，０４０円」を「６，０００円」に、「２，

５２０円」を「３，０００円」に改め、同号ウ中「７２０円」を「１，６８０

円」に改め、同号エ中「９６０円」を「１，９２０円」に、「４８０円」を「

９６０円」に改め、同条を第２３条とする。 

第１４条第１項中「次条」を「第２３条」に改め、同条を第１５条とし、同

条の次に次の７条を加える。 

（特別徴収） 

第１６条 当該年度の初日において、国民健康保険税の納税義務者が老齢等年

金給付（地方税法施行令（昭和２５年政令第２４５号）第５６条の８９の２



第１項及び第２項に規定する老齢等年金給付をいう。以下同じ｡)の支払を受

けている年齢６５歳以上の国民健康保険の被保険者である世帯主（災害その

他の特別の事情があることにより、特別徴収の方法によって国民健康保険税

を徴収することが著しく困難であると認めるものその他同条に規定するもの

を除く。以下「特別徴収対象被保険者」という｡)である場合においては、当

該世帯主に対して課する国民健康保険税を特別徴収の方法によって徴収す

る。 

２ 当該年度の初日の属する年の４月２日から８月１日までの間に、国民健康

保険税の納税義務者が特別徴収対象被保険者となった場合においては、当該

特別徴収対象被保険者に対して課する国民健康保険税を、特別徴収の方法に

よって徴収することができる。 

（特別徴収義務者の指定等） 

第１７条 前条の規定による特別徴収に係る国民健康保険税の特別徴収義務者

は、当該特別徴収対象被保険者に係る老齢等年金給付の支払をする者（以下

「年金保険者」という｡)とする。 

（特別徴収税額の納入の義務等） 

第１８条 年金保険者は、支払回数割保険税額を徴収した日の属する月の翌月

の１０日までに、その徴収した支払回数割保険税額を納入しなければならな

い。 

（被保険者資格喪失等の場合の通知等） 

第１９条 年金保険者が市長から法第７１８条の５第１項の規定による通知を

受けた場合においては、当該通知を受けた日以降、支払回数割保険税額を徴

収して納入する義務を負わない。この場合において、年金保険者は、直ちに

当該通知に係る特別徴収対象被保険者に係る国民健康保険税徴収の実績その

他必要な事項を当該通知をした市長に通知しなければならない。 



（既に特別徴収対象被保険者であった者に係る仮徴収） 

第２０条 当該年度の初日の属する年の前年の１０月１日からその翌年の３月

３１日までの間における特別徴収対象年金給付の支払の際、支払回数割保険

税額を徴収されていた特別徴収対象被保険者について、当該支払回数割保険

税額の徴収に係る特別徴収対象年金給付が当該年度の初日からその日の属す

る年の９月３０日までの間において支払われる場合においては、その支払に

係る国民健康保険税額として、地方税法施行規則（昭和２９年総理府令第２

３号）第２４条の３７第１項に規定する額を、特別徴収の方法によって徴収

する。 

２ 前項に規定する特別徴収対象被保険者について、当該年度の初日の属する

年の６月１日から９月３０日までの間において、支払回数割保険税額に相当

する額を徴収することが適当でない特別な事情がある場合においては、同項

の規定にかかわらず、それぞれの支払に係る国民健康保険税額として、所得

の状況その他の事情を勘案して市長が定める額を、特別徴収の方法によって

徴収することができる。 

（新たに特別徴収対象被保険者となった者に係る仮徴収） 

第２１条 次の各号に掲げる者について、それぞれ当該各号に定める期間にお

いて特別徴収対象年金給付が支払われる場合においては、その支払に係る国

民健康保険税額として、法第７１８条の８第２項に規定する支払回数割保険

税額の見込額（当該額によることが適当でないと認められる特別な事情があ

る場合においては、所得の状況その他の事情を勘案して市長が定める額とす

る｡)を、特別徴収の方法によって徴収するものとする。 

(1) 第１６条第２項に規定する特別徴収対象被保険者の国民健康保険税に

ついて同項の規定による特別徴収の方法によって徴収が行われなかった場

合の当該特別徴収対象被保険者又は当該年度の初日の属する年の前年の８



月２日から１０月１日までの間に特別徴収対象被保険者となった者 当該

年度の初日から９月３０日までの間 

(2) 当該年度の初日の属する年の前年の１０月２日から１２月１日までの

間に特別徴収対象被保険者となった者 当該年度の初日の属する年の６月

１日から９月３０日までの間 

(3) 当該年度の初日の属する年の前年の１２月２日からその翌年の２月１

日までの間に特別徴収対象被保険者となった者 当該年度の初日の属する

年の８月１日から９月３０日までの間 

（普通徴収税額への繰入） 

第２２条 特別徴収対象被保険者が特別徴収対象年金給付の支払を受けなくな

ったこと等により国民健康保険税を特別徴収の方法によって徴収されないこ

ととなった場合においては、特別徴収の方法によって徴収されないこととな

った額に相当する国民健康保険税額を、その特別徴収の方法によって徴収さ

れないこととなった日以後において到来する第１４条第１項の納期がある場

合においてはそれぞれの納期において、その日以後に到来する同項の納期が

ない場合においては直ちに、普通徴収の方法によって徴収するものとする。 

２ 特別徴収対象被保険者について、既に年金保険者から納入された特別徴収

対象保険税額が当該特別徴収対象被保険者から徴収すべき特別徴収対象保険

税額を超える場合（徴収すべき特別徴収対象保険税額がない場合を含む｡)に

おいて当該特別徴収対象被保険者の未納に係る徴収金があるときは、当該過

納又は誤納に係る税額は、法第１７条の２の規定によって当該特別徴収対象

被保険者の未納に係る徴収金に充当する。 

第１３条第１項中「国民健康保険税」を「普通徴収の方法によって徴収する

国民健康保険税」に改め、同条を第１４条とし、第１２条の次に次の１条を加

える。 



（徴収の方法） 

第１３条 国民健康保険税は、第１６条、第２０条及び第２１条の規定によっ

て特別徴収の方法による場合を除くほか、普通徴収の方法によって徴収す

る。 

附則第３項から第５項まで、第７項、第１１項及び第１３項から第１５項ま

での規定中「第１５条」を「第２３条」に改める。 

（生駒市国民健康保険税条例の一部を改正する条例の一部改正） 

第２条 生駒市国民健康保険税条例の一部を改正する条例（平成２０年３月生駒

市条例第４号）の一部を次のように改正する。 

附則第３項の表の平成２２年度の項を削る。 

附 則 

（施行期日） 

１ この条例は、平成２２年４月１日から施行する。ただし、第２条の規定は、

公布の日から施行する。 

（経過措置） 

２ 附則第４項に定めるものを除き、第１条の規定による改正後の生駒市国民健

康保険税条例（以下「新条例」という｡)の規定は、平成２２年度以後の年度分

の国民健康保険税について適用し、平成２１年度分までの国民健康保険税につ

いては、なお従前の例による。 

３ 新条例第１６条の規定にかかわらず、この条例の施行の日から平成２２年９

月３０日までの間においては、普通徴収の方法によって国民健康保険税を徴収

するものとする。 

４ 新条例第２１条の規定は、平成２３年度以後の年度分の国民健康保険税につ

いて適用する。 


